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災害廃棄物の広域処理の推進に係るガイドラインに関するＱ＆Ａについて 

 

環境省では、本年 10 月７日付け事務連絡「東日本大震災により生じた災害廃棄物の

受入検討状況調査について」により、東日本大震災により生じた災害廃棄物の広域処理

の受入検討状況を把握するための調査をお願いしたところですが、市町村への周知や意

見交換に時間を要することなどから、一部の地方公共団体から回答の猶予についての相

談を受け、検討に必要な時間を取っていただいて差し支えない旨回答しております。 

また、多くの地方公共団体からの御質問に対する回答や、市町村説明会への環境省職

員の参加を通じて、10 月 11 日付けで改定した「東日本大震災により生じた災害廃棄物

の広域処理の推進に係るガイドライン」の考え方等について説明してきたところですが、

これまでに頂いた御質問を踏まえて、災害廃棄物の安全な処理に関する主な質問事項に

ついて、別紙のＱ＆Ａを作成しました。Ｑ＆Ａについては、今後適宜充実を図ってまい

りますが、広域処理の推進に向けた検討の参考としていただくため、取り急ぎ送付いた

しますので、貴管内市町村への周知方よろしくお願いします。 

既に回答を提出いただいた市町村については、Ｑ＆Ａを踏まえて、引き続き御検討い

ただくようお願いいたします。まだ回答を提出いただいていない市町村についても、Ｑ

＆Ａも参考に御検討いただくようお願いいたします。 

なお、調査結果については、10 月 28 日（金）までに提出いただいた回答を一旦取り

まとめて、中間報告をさせていただく予定です（個別の地方公共団体名は公表いたしま

せん）。その後も検討の進捗がございましたら、随時追加回答をお願いいたします。ま

た、並行して広域処理の具体化に向け、個別にマッチングの相談をさせていただく予定
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ですので、よろしくお願いいたします。 

広域処理の推進は、東日本大震災からの復旧・復興に向けた災害廃棄物処理の要とな

る重要な施策であり、平成 26 年３月末の処理完了を目指して着実に進めていく必要が

あります。環境省としては、皆様の御意見・御協力をいただきながら、その推進に必要

な取組を進めてまいりますので、引き続きよろしくお願いいたします。 

＜連絡先＞ 

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 

廃棄物対策課  担当：青竹、豊村、播磨 

TEL：03-3581-3351（内線 6857） 

E-mail：hairi-haitai@env.go.jp 



 

災害廃棄物の広域処理の推進に係るガイドラインに関するＱ＆Ａ 

 

Ｑ１：広域処理が可能な災害廃棄物（可燃物）の放射性セシウム濃度を具体的な数字で

もって示してほしい。 

 

Ａ：１．可燃物を広域処理する場合には、受入側での災害廃棄物の焼却処理による焼

却灰の放射性セシウム濃度が 8,000Bq/kg 以下となるよう配慮することが必要

です。災害廃棄物に放射性セシウムが含まれる場合、焼却により発生する主灰

及び飛灰両方に含まれることになりますが、一般的に飛灰に含まれる放射性セ

シウム濃度のほうが高くなります。ここでは、より安全側で評価するため、災

害廃棄物のみを焼却し、これに含まれる放射性セシウムがすべて飛灰に移行す

るものとして考え方を示します。なお、放射性セシウムの濃縮率は焼却炉の燃

焼形式により異なります。 

２．ストーカ式の焼却炉で焼却する場合、飛灰への濃縮率は最大でも 33.3 倍程

度ですので、災害廃棄物の平均濃度が約 240Bq/kg 以下であれば、飛灰の濃度

が 8,000Bq/kg を超えることはなく、受入側に負担をかけることなく一般廃棄

物最終処分場（管理型最終処分場）での埋立処分が可能です。ちなみに、岩手

県内の災害廃棄物の放射性セシウム濃度測定結果（宮古市、陸前高田市等の６

地域）によれば、放射能濃度は 46～104Bq/kg であり、この安全側に立った

240Bq/kg という目安と比較しても半分以下の低い値となっています（ガイドラ

イン別添１参照）。 

３．流動床式の焼却炉で焼却する場合は、飛灰への濃縮率は最大でも 16.7 倍程

度ですので、災害廃棄物の平均濃度が約 480Bq/kg 以下であれば、受入側の自

治体に負担をかけることなく埋立処分が可能です。なお、宮古市の災害廃棄物

について、流動床式の焼却炉で実際に焼却した実証試験結果によれば、災害廃

棄物を混焼することによる焼却灰の放射能濃度上昇は認められず、焼却灰の放

射能濃度も 8,000Bq/kg より大幅に低い 133Bq/kg となっています（ガイドライ

ンＰ.５表７参照）。 

４．これらの計算は、上記の通り、安全側での評価をするため、災害廃棄物のみ

を焼却した場合を想定していますが、実際には他の廃棄物と混焼しますので、

より高い濃度のものでも広域処理が可能です。その場合の具体的な濃度の限度

は、混焼割合、他の廃棄物に含まれる放射性セシウム濃度によって異なります

ので、一律に定めることは困難であり、受入側の焼却施設の状況に応じて設定

することとなります。 
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Ｑ２：焼却しない不燃物の場合についても、広域処理が可能な放射性セシウム濃度を具

体的に示してほしい。 

 

Ａ：不燃物を埋立処分する場合には、8,000Bq/kg 以下の災害廃棄物であれば、焼却灰

と同様に管理型最終処分場に埋め立てることができ、受入側に負担をかけること

なく処分が可能です。 

 

 

Ｑ３：ガイドラインには「バックグラウンドの空間線量率より有意に高くなることがな

いことを確認」と書かれているが、有意に高くなることがないとは、どのような

状態か。 

 

Ａ：１．バックグラウンドの空間線量率は、測定ポイントが少し移動しただけである

程度変動するものです。したがって、仮置場に置かれた災害廃棄物が汚染され

ていなくとも、仮置場の周辺での空間線量率が場所によって変動することがあ

ります。 

２．このようなことを踏まえ、まず、バックグラウンドの空間線量率を把握する

ため、仮置場から十分に（数 10ｍ以上）離れた場所において少なくとも 4～5

カ所程度のポイントで空間線量率を測定し、それらのポイントにおける空間線

量率の範囲を把握します。 

３．災害廃棄物から１ｍ程度離れた場所での空間線量率が２．の範囲を大きく超

えることがなければ、有意に高いわけではないと考えることができます。なお、

国土交通省が IAEA のガイドラインを参考に定めた「港湾における輸出コンテ

ナの放射線測定のためのガイドライン」によれば、汚染を検出するための判断

基準として、バックグラウンド値の３倍値としていますので、評価の参考にな

るものと考えます（ガイドラインＰ.９注釈）。 

 

 

Ｑ４：8,000Bq/kg 以下の焼却灰を安全に処分できるということについて、根拠を示して

ほしい。 

 

Ａ：１．環境省では、放射性物質により汚染されたおそれのある廃棄物を安全に処分

するため、「災害廃棄物安全評価検討会」を開催し、適切な処分方法の検討を

進めてきています。 

２．また、検討に当たっては、原子力安全委員会が６月 3 日に定めた「東京電力



株式会社福島第一原子力発電所事故の影響を受けた廃棄物の処理処分等に関す

る安全確保の当面の考え方」に示された次の目安を満足するよう適切な処理方

法を検討しました。 

① 処理に伴って周辺住民の受ける線量が１mSv/年（公衆被ばくの線量限

度）を超えないようにする。 

② 処理を行う作業者が受ける線量についても可能な限り１mSv/年（公衆被

ばくの線量限度）を超えないことが望ましい。比較的高い放射能濃度の物

を取り扱う工程では、「電離放射線障害防止規則」（昭和 47 年労働省令第

41 号）を遵守する等により、適切に作業者の受ける放射線の量の管理を行

う。 

③ 処分施設の管理期間終了以後、周辺住民の受ける線量が 10μSv/年以下

（クリアランスレベルの設定に用いた基準）とする。 

３．8,000 Bq/kg の焼却灰を埋立処分する場合、周辺住民よりも被ばくしやすい

作業者であっても、その被ばく線量は原子力安全委員会の目安である１mSv/年

を下回ることが計算により確認されました（0.78mSv/年）。なお、作業者は、

１日８時間、年間 250 日の労働時間のうち半分の時間を焼却灰のそばで作業す

ること（合計 1,000 時間/年）、１日の作業の終了時の覆土である即日覆土を行

わず、中間覆土のみ行うことを仮定して計算されています。 

４．また、埋立終了後は、最終処分場の跡地で居住しないなどの利用制限を設け

れば、原子力安全委員会による処分施設の管理期間終了以後の被ばくの目安で

ある 10μSv/年以下とすることができます。 

５．このように 8,000 Bq/kg 以下の焼却灰については、周辺住民、作業者のいず

れにとっても安全に埋立処分することができます。 

 


